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建設機械市場の現状

1．建設機械出荷金額推移

2013 年度の建設機械出荷金額（内需・外需の合計）は，2兆 3,352

億円で前年度比 8％の増加となった。内需は 1兆 93 億円で前年よ

り 29％の増加となったが，外需は 1兆 3,258 億円で前年より 3％減

少となっている。

内需について製品別に見ると，トンネル機械が 24 億円と前年よ

り 6％の減少であった以外は全て増加となった。増加率の大きい順

では，コンクリート機械が…264 億円で 50％，油圧ショベルが…3,581

億円で 40％，基礎機械が…302 億円で 36％，建設用クレーンが…1,645

億円で 33％の増加を示した。

また，外需について製品別に見ると，建設用クレーンが…1,101 億

円で前年より39％の増加，ミニショベルが…1,375億円で15％の増加，

コンクリート機械，道路機械も増加であったが，トンネル機械が

30 億円と 48％の減少となり，トラクタ，油圧ショベル，基礎機械

も減少を示し，外需全体で 3％の減少となった。

表─ 1に「建設機械出荷金額実績（内需・外需）」の推移を示す。

2．市場動向

（1）国内市場

建設機械の国内出荷金額実績は，図─ 1に示すとおり，2007 年

度までは建設投資（名目値）が減少傾向であるのに，排ガス規制に

よる代替需要，中古車の海外輸出を背景にレンタル業を主とした更

新需要により，増加基調を継続していた。

しかし，2008 年 9 月のリーマンショックを発端とする世界同時

不況は，輸出主導・外需依存で長期に亘って成長を続けてきた日本

経済に深刻な影響を与え，建設機械市場においても極めて厳しい環

境となり，2008 年度から 2 年連続して大幅な減少になったが，

2010 年度については，公共投資は低水準で推移するものの，民間

建設投資は一部好材料もあり，回復基調に転じた。

こうした中，2011 年 3 月に東日本大震災が発生し，2011 年度以

降はこれの復旧・復興に起因するリース・レンタル向け等の需要に

より，建設投資の増加と共に，建設機械の出荷金額は増加傾向を堅

持していく。

表─ 1　建設機械出荷金額実績（内需・外需）
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2013 年度は引き続き震災復興に起因するリース・レンタル向け

の需要，公共・民間投資の増大による需要，2011 年次排ガス規制

の生産猶予期限終了に伴う旧型機の需要，好調な除雪需要等により，

出荷金額も前年度比 29％の増加となった。

図─ 1に「建設機械出荷実績（内需）」と「建設投資（名目値）」

の推移を示す。

建設機械の主力製品である油圧ショベルの国内出荷台数は，図─

2に示すとおり，2002 年度以降 2007 年度まで 5年連続増加してい

たが，2008 年度は前年度比 38％の減少，2009 年度は 50％と大幅な

減少となった。

2010 年度はリース・レンタル業を中心とした需要増により増加

に転じ，2011 年度以降については震災の復旧・復興に起因するリー

ス・レンタル業を中心とした需要増により 2011 年度は前年度比

58％増，2012 年度は 25％増を示した。

2013 年度は引き続き震災復興に起因するリース・レンタル業の

需要，公共・民間投資の増大，排ガス規制の生産猶予期限終了に伴

う旧型機の需要があり，前年度比 42％の増加となった。ミニショ

ベルも油圧ショベルと同様の推移を示しており，その傾向を図─ 2

に併せて示す。

（2）海外市場

図─ 3に示すとおり，2002 年度以降，主要なマーケットである

北米・中南米地区，欧州の好調な経済成長を背景に，また高成長の

著しいアジア地区にも牽引され，2007 年度まで増加傾向であった。

しかし，2008 年 9 月のリーマンショックを発端とする世界同時

不況により，2008 年度は前年度比 17％減少，2009 年度は前年度比

54％減少と大幅な減少となったが，2010 年度については，中国・

アジアを中心とした新興国および資源開発国向けの需要の増加に加

え，米国市場，欧州市場等の回復により，前年度比 79％の増加に

転じた。

2011 年度は中国への輸出額が前年度比で 36％減少し，他の地域

での前年に続く需要増にもかかわらず，全体では前年度比の 25％

増加であった。

2012 年度は中国の前年に続く 59％の大幅減少と，他の地域も軒

並み減少に転じ，全体では前年度比 19％の減少となった。

2013 年度は中近東で前年度比 31％増，欧州で 19％増の輸出額が

あったが，中国で前年度比 41％の減少とその他の地域での減少が

あり，全体で 3％の微減であった。

地区別に見ると，中国 41％減少［265 億円］，中国を除くアジア

15％減少［1,486 億円］，北米・中南米 2％減少［3,779 億円］，旧ソ連・

東欧 23％減少［628 億円］，欧州 19％増加［1,539 億円］，中近東

31％増加［923 億円］，オセアニア 23％減少［707 億円］，アフリカ 7％

減少［479 億円］となった。

図─ 3にコンポーネントを除いた「建設機械完成品地域別輸出

金額」の推移を示す（2002 年度より，アジア地区を「中国」と「ア

ジア（中国除く）」に区分した）。

図─ 4に「建設機械別海外出荷金額」の推移を示したとおり，製

品別に見ると 2013 年度の海外出荷金額において油圧ショベルが

5,200 億円と全体の 39％を占める。また，トラクタは 1,892 億円と

全体の 14％，ミニショベルは，1,376 億円と全体の 10％を占める。

前年度と比較すると，油圧ショベルは金額で 7％減少，製品別構成

比率で 2％の減少となっている。ミニショベルは金額で 15％増，構

成比率は 1％の増加となった。

図─ 1　建設機械出荷実績（内需）／建設投資（名目値）

図─ 2　油圧ショベル国内出荷台数

図─ 3　建設機械完成品地域別輸出金額
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3．リース・レンタル動向

2013 年度の国内におけるリース・レンタル業向け出荷金額比率

（主要 5製品）は 43％と前年度比 1％増加となり，引き続き増加傾

向を示している。

表─ 2に補給部品を除いた建設機械本体の「業種別（リース・レ

ンタル／その他）国内出荷金額実績」の推移を示す。

国内市場の主力製品である油圧ショベルのリース・レンタル比率

は 53％と前年比 2％増加，ミニショベルは 49％と前年比 1％減少と

なった。

図─ 5に「リース・レンタル業向け出荷金額比率（主要 5製品）」

を示す。

図─ 4　建設機械別海外出荷金額 図─ 5　リース・レンタル業向け出荷金額比率（主要 5製品）

表─ 2　業種別（リース・レンタル／その他）国内出荷金額実績
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4．中古車市場動向

（1）新車販売台数と中古車発生台数

中古車の発生は下取・買取等で新車販売店に入庫するものと，中

古車販売会社が買取するものとの 2通りに大別される。その総発生

量と新車販売台数を図─ 6に示す。

主要 6機種とは油圧ショベル，ミニショベル，クローラトラクタ，

ホイールローダ，クローラクレーン，ラフテレーンクレーンである。

図─ 6に示すとおり 2002 年度から 10 年間は中古車発生台数が

新車販売台数を大幅に上回っていたが，2009 年以降の新車販売台

数の大幅な伸長によって 2012 年度からは逆転し，2013 年度も新車

販売台数が中古車発生台数を上回っている。中古車発生台数だけみ

ると 2008 年リーマンショック以降中古車の発生は減少傾向を，

2011 年震災発生後は微増を示している。中古車と新車の台数を比

率でみるとリーマンショック後の2009年度の292％（中古車/新車）

を頂点として，新車台数の増加に伴い減少を示し，2013 年度では

78％まで減少している。

（2）中古車の需要傾向

発生した中古車は一部（部品取・スクラップ等）を除き，大半が

国内または海外（輸出）に販売される。これを国内・海外需要とし

て過去の推移を図─ 7に示す。

図─ 7に示すとおり 2007 年度以降海外需要は減少を示していた

が，2013 年度若干の上向きをみせた。国内需要は継続して減少傾

向にあり，結果，2013 年度は外需比率が 74.8％と上昇した（昨年

度 70.4％）。

（3）中古車輸出状況

図─ 8は，2005 年度～ 2013 年度の中古車機種別輸出状況を示す。

2013 年度の機種構成では，油圧ショベルが約 45％で最も多く，つい

でミニショベル（29％），ホイールローダ（16％）の順である。ミ

ニショベルの構成比はここ数年で伸びを示し，2005 年から 2010 年

までは2割程度であったものが3割近い構成比を示すようになった。

最大構成比を示す中古油圧ショベルの輸出先を見ると，図─ 9「中

古車地域別輸出状況（油圧ショベル）」に示すとおりであり，2013

年度は，「中国・香港」が中古輸出先の全体構成比で 40％と昨年度

27％に比べて大幅に増加している。昨年度「タイ」は 2全体構成比

で 14％と構成比で 2位，「マレーシア」「ベトナム」が 10％で 3 位

であったが，2013 年度は「ベトナム」が 14％と 2位，以降「タイ」

9％，「マレーシア」8％である。全体の昨年度に対する伸長台数は

3,890 台であるが，大幅な伸長台数を示したのは「中国・香港」「ベ

トナム」であり，「タイ」は 650 台の減少を示した。

図─ 6　中古車発生・新車販売台数（主要 6機種）

図─ 7　中古車需要台数の国内・海外構成（主要 6機種）
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5．建設機械市場の今後の見通し

2014 年度における国内市場については引き続き震災復興による

需要，安定した公共・民間の建設投資による需要があるものの，

2011 年次排ガス規制の生産猶予期限終了に伴う旧型機需要の反動

減が想定され，出荷金額は 8,352 億円（前年度比 5％減少，補給部

品を除く）と見込まれ，5年ぶりに減少すると予想される。

また，海外市場については資源開発国向けの需要は減少するもの

の，北米向けの需要は堅調に推移，欧州，アジアでの需要回復によ

り，出荷金額は 1兆 2,535 億円（前年度比 7％増加）と見込まれ，3

年ぶりに増加すると予測される。

尚，上記掲載統計諸資料は㈳日本建設機械工業会…発表の統計資

料による。

図─ 8　中古車機種別輸出台数（主要 6機種）

図─ 9　中古車地域別輸出状況（油圧ショベル）




